がんの疾病費用の推計
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【目的】がんによる経済的な負担を検討する場合、がんの治療等に費やされる医療費だけでなく、がんによる早期死亡、受療による労働損失も含めて、社会全体としての費用を包括的に把握する必要がある。本研究は、経済的疾病負荷（Economic Burden of Illness）の概念を用いて、がんの部位別の疾病費用を推計し、その複数年の変化を分析し、がんがわが国の社会全体に及ぼす経済的インパクトを検討することを目的とした。

【方法】がんの疾病費用の範囲を、①直接費用（Direct Cost）としてのがんの医療費、間接費用（Indirect Cost）として、②死亡費用（Mortality Cost：がんで死亡したことによって喪失した将来所得）、および③罹病費用（Morbidity Cost：がんによる入院・外来で逸失した所得）として、平成11年度、14年度、17年度の各年度の疾病費用を推計した。推計はがんの種類（10分類）別に行い、10種類のがんの疾病費用を合計したものをがん全体の疾病費用とした。「患者調査」、「社会医療診療行為別調査」、「人口動態調査」、「国勢調査」、「生命表」、「賃金構造基本統計調査」、「労働力調査」などの政府統計を用いて、がん患者数（推計患者数）、診療日数、1日あたり診療単価、年間がん死亡者数、将来所得、就業率、1日当たり所得などのデータを抽出し、疾病費用を推計した。なお将来所得の割引率は年率3％とした。

【結果】がんの疾病費用は、平成17年度の推計で、直接費用、死亡費用、罹病費用、合計の順に、胃（2,907、9,096、705、12,708）、結腸（2,141、4,978、426、7,545）、直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸（1,297、3,003、298、4,598）、肝及び肝内胆管（1,852、5,372、391、7,615）、気管，気管支及び肺（2,894、8,890、673、12,457）、乳房（2,115、7,279、323、9,717）、子宮（689、3,029、142、3,860）、悪性リンパ腫（1,352、1,765、211、3,328）、白血病（1,187、2,535、135、3,857）、その他（9,279、19,875、1,962、31,116）、がん全体（25,713、65,822、5,266、96,801）であった（単位は億円）。がん全体の疾病費用の変化をみると、直接費用、死亡費用、罹病費用、合計の順に、平成11年度（18,560、77,104、5,383、101,047）、平成14年度（20,529、70,717、5,072、96,318）、平成17年度（25,713、65,822、5,266、96,801）であった（単位は億円）。

【考察】平成17年度のがん全体の疾病費用は、直接費用が2.57兆円、間接費用（死亡費用＋罹病費用）が7.10兆円と大きな社会的負担になっていることが示された。平成11年度、14年度、17年度の変化では、直接費用としての医療費は増加していたものの、間接費用、特に死亡費用が減少し、総額では減少傾向にあった。これは、医療技術の進歩等によって比較的若年での死亡率が減少していること、また近年の傾向として就業率や賃金が低下していることが影響していると考えられる。

